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「アジア太平洋戦略的リスク」プロジェクトは、韓国、日本、オーストラリア、
英国の政府関係者、専門家、実務家が一同に会して、戦略的抑止、連携の拡大、
慎重に練られた核リスク低減外交を進めるための措置を含め、脅威に関する
認識の変化が現在の新たな核拡散課題にどのような影響を与え、どんな政策
的解決策によってその課題に対処できるかを議論するものです。これは、ア
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エグゼクティブ・ 
サマリー

北朝鮮の核戦略は、従来の抑止の原則から離れ、核の先制使用への転
換の可能性を示しているように思われる。北朝鮮は当初、米国の抑止
を目的とした強力な ICBM（大陸間弾道ミサイル）能力の構築を重視
していたが、その戦略は、伝統的な抑止を越えたものに変化している。
米国に包括的な軍事介入を思いとどまらせるために、北朝鮮は、自国
の通常戦力を「核の影（nuclear shadow）」の下に置くことを目指して
いるのではないかとの指摘もある。その結果、北朝鮮と韓国は、増大
する軍事力の均衡を互いに維持しようと努める、競争のサイクルから
抜け出せずにいる。

本稿は、こうした推移から生じるいくつかの重要な問題を取り上げる。
このレポートは 2 つの部分から成り、前半では朝鮮半島の安定的な軍
備管理に注目し、北朝鮮の核態勢とその影響を分析する。後半は、危
機の安定性を掘り下げ、台湾有事と朝鮮半島有事の同時発生が戦略的
計算に与える影響を検討する。

以下の課題に効果的に対処するために、韓国の政策立案者への政策提
言を本稿に示す。

• 南北対話を再開し、 信頼醸成に加えて、想定外の衝突を防ぐための
運用可能なホットラインを開設する

• 学術フォーラムや政府レベルの協議を通じて中国と危機管理対話
を開始し、不当な反応を最低限に抑えて危機のエスカレーションを
抑止する

• 安全保障協力のための地域対話を実施し、グレイゾーン紛争に対処
するための信頼醸成措置、台湾有事の可能性を見越した準備、効果
的な危機管理のための友好国との連携に注力する

• 威嚇的な敵対国の存続を避け、核危機が迫る状況に備えて適応性あ
る計画を進めるために、柔軟な対応措置を策定する

• 北朝鮮の安全保障上の懸念を克服し、地域の安定につながる措置の
交渉を促すような、包括的な軍備管理措置を検討する

北朝鮮と韓国は、 
増大する軍事力の 
均衡を互いに維持 
しようと努める、 
競争のサイクルから 
抜け出せずにいる
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導入 北朝鮮の核戦略を扱った近年の研究が示すように、北朝鮮は伝統的な
抑止のみに頼らず、核を先制使用するかもしれない。1 米国に大きな被
害を与える能力を持つ大型大陸間弾道ミサイル（ICBM）の開発は、従来、
核兵器を用いて米国を脅す手段と見られていた。しかしながら、北朝
鮮の核戦略は単なる抑止力の強化にとどまらないようだ。北朝鮮の核
戦力の増強に伴い、多様な形で核兵器が使用される可能性への懸念が
高まっている。この見方は、北朝鮮の「先制不使用」政策の採用に疑
問を呈し、特に北朝鮮が核ドクトリンを見直し、核使用の条件を拡大
したことを踏まえると、北朝鮮による米国と同盟国への核攻撃の可能
性への懸念を強めるものである。

そのため、北朝鮮の核能力強化とその戦略的目的の関係を検討した研
究が何件か発表されている。2 北朝鮮は、核兵器を米国の軍事行動に対
する抑止力にして、日韓への米軍配備を阻止する手段とみなしている
と指摘する意見もある。3 近年の学術論文では、特に核弾頭小型化と運
搬手段の多様化が進んでいる可能性を受けて、北の核兵器の作戦上の
有用性も強調されている。4

北朝鮮は、米国に包括的な軍事介入を思いとどまらせ、通常兵器で韓
国を攻撃した際の自国の損失を最小限に抑えるために、核の脅威を利
用して北の通常戦力を「核の影（nuclear shadow）」の下に置き、米国
本土を攻撃する能力を誇示しているのではないかとの指摘もある。5 さ
らには、北朝鮮は大量の ICBM によって米国の拡大抑止力を弱め、北朝
鮮の限定的な核攻撃に対する米国の報復を防げる可能性があるという
見方もある。これは、核兵器を効果的に活用できる期間が限定される
ことを考慮して、北朝鮮が紛争発生直後に核兵器を展開するのではな
いかとの不安を引き起こすものだ。6

北朝鮮の発言、米国の拡大抑止によるコミットメント、および米国の
戦略的資産の配備の相互作用をさらに綿密に検討しなければならない。
北朝鮮の核の脅威に対応して、米韓は様々な対抗措置を策定している。
だが、こうした努力が北朝鮮の警戒感を高め、安全保障のジレンマを
深めている。域内の不安定化に促されて、北朝鮮は軍事態勢を見直し
ている。現在展開されている考察の多くは、北朝鮮が進める核態勢の
方向性を決定づける、北朝鮮と米韓を含む複雑な力学を見落としてい
る。従って、北朝鮮の発言、米国の拡大抑止によるコミットメント、
および米国の戦略的資産の配備の相互作用をさらに綿密に検討しなけ
ればならない。このような背景に基づき、以下の疑問を探る必要がある。

第一に、こうした課題によって生じる最大の懸念は何であるのか。第
二に、北朝鮮による核の脅威の高まりは、地域のリスク低減をめぐる
韓国国内の議論をどんな方向に向かわせているか。第三に、朝鮮半島
と台湾で同時に有事が起きた場合、北朝鮮はどんな軍事戦略をとると
予想できるか。加えて、特に危機管理と軍縮の観点から、朝鮮半島の
戦略的安定性に関する韓国の議論の現状はいかなるものか。本稿では
現在のアプローチの欠点も明らかにし、これらの課題に対する今後の
対応策を提案する。

 

北朝鮮の発言、 
米国の拡大抑止による 
コミットメント、 
および米国の戦略的 
資産の配備の相互作用を
さらに綿密に検討 
しなければならない。
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本稿は 2 つの部分から成る。前半は朝鮮半島の安定的な軍備管理に注
目し、北朝鮮の核態勢とそれが同国の軍事戦略に与える影響を分析す
る。このセクションでは、北朝鮮の核ドクトリンの変化、および軍拡
競争を促し朝鮮半島の安定を損なう、アクション = リアクション型の
力学が招く帰結を探求する。後半は、危機の安定性を掘り下げ、二重
の危機のシナリオ――台湾有事と朝鮮半島有事の同時発生――が北朝
鮮の戦略的計算に与える影響を検討する。最後に、効果的なリスク低
減とリスク管理に向けた政策提言を行う。
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軍拡競争の安定性を考える際は、いずれか一方が優位に立ち均衡が崩
れることを防ぐために、軍備増強に明確な制限を設けることが重視さ
れる。2021 年、北朝鮮は朝鮮労働党第 8 回大会で 5 年間の軍近代化計
画を発表し、2022 年には新たな核法制を導入した。こうした推移が、
北朝鮮の核態勢の変化に対する懸念を高めた。朝鮮半島の安定性は揺
らぎつつあり、北朝鮮が抑止に核兵器と通常兵器を用いる一方、韓国
は情勢の変化に応じて軍事能力を見直している。しかしながら、この
相互作用が軍拡競争を招き、安全保障のジレンマを悪化させている。

核態勢の変化と同盟国の反応

北朝鮮の政策見直しは、核使用の姿勢の微妙な変化を示唆するものだ
（表 1）。最高人民会議は、核兵器を使用できる条件を詳しく記した、北

朝鮮の核ドクトリンの見直しに当たる新たな法制を満場一致で可決し
た。7 この発表以来、北朝鮮の核態勢に関し様々な分析が登場している
が、まだコンセンサスは得られていない。

北朝鮮は、核の主たる機能は抑止であるとの姿勢を維持しつつも、敵
の核攻撃を受けた場合のみ核を使用するという立場から方向を転じた。
現在の政策は、核保有国だけでなくその同盟国に対しても、核先制使
用の可能性を認めている。この姿勢は、核保有国に「先制不使用」を
約束させ、非核保有国に消極的安全保障を提供しようとする国際的な
努力と完全に対照を成すものだ。

さらに、北朝鮮は核使用の条件を意図的に曖昧にし、先制使用に幅広
い解釈を認める余地を残している。北朝鮮は、核兵器使用の条件を、
敵からの核攻撃のみならず、通常兵器や大量破壊兵器による北朝鮮へ
の攻撃が差し迫ったと判断される場合にまで拡大した。また、戦争の
エスカレーションと長期化を防ぎ、国民への壊滅的な被害を想定して
行動することが作戦上必要であるとも強調している。

特に北朝鮮は、戦術核の役割をこれまで以上に重視している。戦術レ
ベルの作戦計画の存在を示唆することにより、北朝鮮は、戦術核の開発、
配備への意志を明確にした。これまで戦術核兵器の指揮・統制構造は
不明だったが、今や北朝鮮は指揮・統制能力を確立し、核使用の作戦
計画を整備している。詳細な条件は明らかにしていないものの、北朝
鮮は、もし敵の攻撃により核の指揮・統制系統が脅かされた場合、既
定の作戦計画に基づき直ちに自動的に核攻撃を実行する可能性がある
と警告している。加えて、特殊部隊が訓練を開始したことから、同部
隊の任務に核作戦が加わる可能性が示唆される。8

過去と現状の
評価
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表 1. 北朝鮮の核ドクトリンの変化

2013 年 2022 年

指揮・統制 • 最高司令官の独占的
権限

• 国防委員会（NDC）
委員長の独占的権限

唯一の目的への
報復

• 抑止および核攻撃 •  核兵器 / 大量破壊 
兵器による攻撃が 
差し迫った場合に 
核を使用

標的 •  核保有国および 
その同盟国

•  核保有国および 
その同盟国

その他 •  追加の核実験計画

• 核軍備競争への反対

• 核軍縮を支持

•  核保有国の説明責任

• 核兵器のライフ 
サイクル管理 

より柔軟で標的を絞った核兵器使用戦略を策定するために、北朝鮮は、
核運搬手段の多様化を進めている。核戦力による確実な任務の遂行を
保証するために、北朝鮮は、状況の変化に基づき核兵器戦略の定期的
な見直しを発表してきた。

2021 年 1 月に発表された 5 年間の軍近代化計画は、具体的な開発プロ
ジェクト（表 2 参照）を明らかにしている。2021 年と 2022 年には超
音速兵器の発射実験を行い、3 回目の発射が「最終試験」とされた。新
たな潜水艦発射弾頭ミサイルも発表されたが、その作戦上の有効性を
めぐってはいまだ議論が交わされている。2023 年 4 月には、接近阻止
戦略にとって重要な軍事的価値を持つ、水中ドローン「ヘイル」の実
験を行った。2023 年 11 月に、2 度の失敗を経て軍事偵察衛星の打ち上
げに成功した。新たな戦術核弾頭の実物大模型も披露した。9 こうした
進展は、鉄道車両や地下施設からの発射を含むミサイル実験の多様化
とともに、北朝鮮の核兵器保有量の明らかな増大とその適用可能性の
広がりを示している。

表 2. 北朝鮮の軍近代化計画

兵器システム 発表時期 備考

超音速兵器 該当なし 研究最終段階、3 回の 
発射実験を実施

原子力潜水艦 2023 年 9 月（発表） 核兵器 / 大量破壊兵器に
よる攻撃が差し迫った 
場合に核使用

水中ドローン 2023 年 4 月（発表） 50 回以上の最終試験 

軍事衛星 2023 年 11 月 
（打ち上げ成功）

2 回失敗

戦術核兵器 鉄道車両と地下施設から
発射

固体燃料ミサイル 2023 年 4 月 
（発表）

50 回以上の最終試験
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北朝鮮の核開発に対応して、米韓は北の核戦力への対抗力の強化に力
を入れてきた。韓国の戦略の柱は「三軸」体系である。これには、攻
撃の拠点を先制的に打撃するキルチェーン、終末段階でミサイルを迎
撃する「韓国型ミサイル防衛」体系、攻撃を受けた際に敵の拠点を叩
いて指揮・統制の無力化を目指す「大量反撃報復」体系が含まれる。10 
3 つ目の「大量反撃報復」は元々、2016 年の北朝鮮による 5 回目の核
実験後に生まれた構想だが、復活して韓国の反撃体制に組み込まれた。
この作戦構想は、特殊作戦部隊と精密爆撃能力を用いた北朝鮮指導部
の無力化を示唆しているため、危機発生時に北朝鮮による核配備を招
く危険性が強い。

北朝鮮は核の脅威を自国に都合よく利用しがちであることを考えると、
エスカレーション優位（escalation dominance）を実現する戦力増強
を通じて、北のそうした行動を抑止することが重要になる。力の非対
称性が安定につながるとの論理に基づき、韓国は、北朝鮮の核の脅威
に対抗し同盟軍の被害を最小限に抑えられる防衛能力の構築を目指し
てきた。互いへの恐怖により抑止を実現できるとの信念に基づき、韓
国は、懲罰的抑止こそが、核や通常兵器による挑発は政権の存続を脅
かしかねないというメッセージを北朝鮮に送る効果的な手段だと考え
ている。

2022 年 4 月、韓国防衛事業庁は、今後の高度兵器システムの中核技術
を獲得、開発するための戦略を定めた「国防技術計画」を発表した。11 
三軸体系への投資として、中長距離地対空ミサイルシステムの国内製
造、地上、海上、空中発射式の「玄武」「天竜」シリーズの開発などが
含まれる。この計画には、短距離対艦対空システムや長距離地上攻撃
巡航ミサイルも盛り込まれている。韓国は海上発射式「玄武」ミサイ
ルの発射実験を行い、潜水艦発射弾道ミサイルを開発した初の非核保
有国となった。12 強力で高精度な巡航ミサイルや弾道ミサイルの開発に
加えて、高速機動戦に備えた機甲戦能力の強化を目指している。

軍備管理の安定性に与える影響

北朝鮮と韓国の相互作用には、競争と均衡を維持する対応を特徴とす
る明確なパターンが見受けられる。南北いずれも、相手の増大する軍
事力に積極的に対抗しようとしてきた。

注目すべき点として、北朝鮮は、特に 2016/17 年と 2021/22 年に核兵
器・ミサイル開発計画を飛躍的に進展させた。同じ時期に韓国のミサ
イル開発計画も長足の進歩を遂げた。13 米韓による今後の安全保障強化
は、同盟国のミサイル防衛を伴う可能性が高く、これを受けて北朝鮮は、

「使用か敗北か」のシナリオを避けるために核態勢の見直しを迫られる
だろう。その結果、同盟国は抑止という最終目標を達成するためにさ
らなる対抗措置の開発に向かう。14 自ずと競争が起きる環境で南北が軍
近代化を続け、戦略的優位に立とうと非対称的な戦力の獲得を目指す
ため、両国が相互抑止や軍備管理措置を講じるとは考えにくい。
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エスカレーションを抑制する戦略がないため、同盟国は、拡大抑止の
信憑性を高める努力を強化してきた。ワシントンで米韓首脳会談を開
催後、米韓は、核兵器、通常兵器、ミサイル防衛、核以外の高性能兵
器を含むあらゆる軍事能力を用いることを強調した。15 両国は、朝鮮半
島の戦略的資産の定期的な誇示を推進し、核の緊急事態に共同計画を
策定する二国間メカニズムとして新設される核協議グループを通じた
核抑止の実現に向けて、合同演習・訓練を強化することを約束した。8
月にキャンプデービッドで開催された日米韓首脳会談後、米国は、日
韓両国への拡大抑止を再確認し、連携能力の強化や協力深化を目指し
て多領域にわたる合同訓練の定期的な実施を発表した。16 日米韓はな
かでも、北朝鮮の進歩を続ける核・ミサイルの脅威に一層効果的に対
応するために、ミサイル警戒データのリアルタイム共有の重要性を訴
えた。

こうした措置は、同盟国の安心のために必要と考えられる一方、安全
保障のジレンマを深刻化させる危険も大きい。ワシントン宣言には、
NATO 方式の抑止メカニズムを意味する「共有」という言葉や、NATO
核計画グループのような「計画」という言葉が明確に除外されており、
米国の関与の範囲と程度は米国の判断に委ねられている。このように
明記しているのは、韓国が自動的に米国の核に関わる意思決定に関与
するという誤解を防ぐためである。17 他方で北朝鮮は、米国の同盟シス
テムに対抗するため中国、ロシアとの戦略的同盟を目指してきた。ア
ジアにおける米国の同盟システムとは異なる、この地域連合の存在が、
南北の有意義な対話を通じて、安全保障の悪循環や紛争エスカレーショ
ンのリスク低減に取り組むという見通しを、困難にしている。

自ずと競争が起きる 
環境で南北が軍近代化を
続け、戦略的優位に 
立とうと非対称的な 
戦力の獲得を目指すため、
両国が相互抑止や 
軍縮措置を講じるとは 
考えにくい。
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危機安定性には、誤算や誤解による想定外のエスカレーションを防ぐ
ため、紛争を段階的な拡大に向かわせる圧力を軽減することが求めら
れる。危機安定性は、紛争当事国に先制攻撃やエスカレーションの動
機がない状態を指す。北朝鮮の核保有は、核使用の可能性への懸念を
高めるものであり、過去に発表されたいくつかの論文が示唆するよう
に、危機発生時に北朝鮮が武力行使に向かうかどうかを判断すること
が重要になる。とはいえ、危機安定性の評価には核戦力の増強以外の
要素も関わってくる。このセクションでは、限定核使用という北朝鮮
の戦略が直面する前提条件や課題に注目して、この戦略の背後にある
論理を検討する。

二重の危機のシナリオと北朝鮮の戦略的計算

二重の危機のシナリオと北朝鮮の戦略的計算について、過去の研究は、
作戦の成果や目標を限定した奇襲攻撃が北朝鮮に有利に働く可能性を
指摘している。北朝鮮の戦略には、少なくとも 3 つの前提条件が必要
となる。第一に、巻き添え被害を抑制し紛争のエスカレーションを管
理するために、精密誘導装置を備えた低出力核兵器を開発しなければ
ならない。第二に、先制攻撃の成功には、米国の反応を把握すること
が前提となり、米国の戦力と意図を正確に評価する必要がある。第三に、
政権交代を企図したと思われる試みや、国民を危険にさらす危機など、
北朝鮮が米韓から自国の中核的利益に対する重大な脅威を受けたと認
識する必要がある。 

限定核使用戦略の実行は、北朝鮮に大きな課題を突きつける。朝鮮半
島は戦場が限定されるため、被害を抑え全面戦争へのエスカレーショ
ンを防ぐのは難しい。加えて、北朝鮮の核使用はその規模を問わず、
米国から国際秩序への挑戦と見なされ、本格的な報復を招く可能性が
高い。さらに、北朝鮮の戦略は米韓の攻撃作戦を前提としているが、
同盟国軍の態勢は基本的に防衛的である。そのため危機発生時に、米
国の行動が北朝鮮の政権存続を脅かす重大な脅威となる可能性は低い。
とはいえ危機が生じた場合、北朝鮮が、相手の意表を突き早い段階で
決定的効果を達成するために、威嚇や軍事態勢の変更といった威圧的
な警告を発することも考えられる。

中国が軍事的に台湾を一層重視し、米国が域内の軍事プレゼンスを強
化するに伴い、韓国や日本などの同盟国は、アジアで紛争が起きる可
能性と米国の戦略的な柔軟性に注意を向けるようになった。2023 年 3
月の米議会公聴会で、台湾有事に際し韓国は朝鮮半島からの米軍派遣
を認めるかが問題になった。加えて、ロバート・エイブラムス元在韓
米軍司令官は、2021 年末に中国への対応策を作戦計画に盛り込む必要
性に触れた。18 韓国は、台湾有事が朝鮮半島有事に発展する可能性を認
識し、巻き込まれることを警戒している。19 韓国国防省は、有事に際し
韓国に台湾を支援する法的義務はなく、有事下の台湾支援に関する議
論や支援計画の作成に関与していない、と述べた。20 米韓首脳会談で台
湾が正式に協議されたのは 2021 年のみであり、バイデン大統領と文大
統領は、台湾海峡の平和と安定の重要性を強調した。以後、バイデン
大統領と尹大統領も会談でこれと同じ見解を繰り返し、インド太平洋
の繁栄と安全保障にとっての、台湾海峡の平和の重要性を訴えた。21

今後の 
シナリオの 
検討
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韓国が台湾有事に慎重な姿勢を示し、海峡両岸関係の平和的な解決を
重視するのは、台湾の混乱がドミノ効果を引き起こす可能性を懸念し
ているからだ。米国の緊密な同盟国である韓国は、もし米国が台湾有
事に関与する場合、中立的な立場を保つのに苦心するかもしれない。22 
台湾有事が東シナ海の武力紛争に発展して、北朝鮮の攻撃的な反応を
引き起こし、全面的な朝鮮半島有事に到るおそれがあるだろう。

アジアの有事を利用して、北朝鮮が二重の危機における米国の決意を
試し、韓国陸軍の域内紛争への参戦を防ぐことで、中国から見た北朝
鮮の戦略的価値を高め、現状変更を模索する危険もある。どのような
条件下なら北朝鮮がこうした戦略的機会を積極的に追求するかについ
て、慎重な分析が必要となる。

米国は、地域安定化のため台湾の防衛に努める一方で、軍事衝突が避
けがたい状態まで中国を追い詰めるとは考えにくい。武力紛争の莫大
な長期的コストについて、中国は慎重な姿勢を維持すると予想される。
現在、米中いずれかが現状変更を試みる切実な理由はないように見え
る。しかしながら、学界では台湾有事が熱心に議論されてきた。23 結
果の予測不可能性と想定される損失を踏まえると、米国、中国、台湾
には、緊張を全面的な軍事紛争に発展させる実質的な動機はないとい
うのが、韓国の識者の間で主流となる見解である。とはいえ、中国は
台湾統合への強硬姿勢を次第に強めており、限定的な軍事紛争の可能
性を完全には排除できない。このことが、韓国の研究者の間に不安を
生んでいる。24

韓国の研究者の多くが、台湾問題に対する中国の姿勢には、外交的手腕、
国内の政治的思惑、国際的姿勢が複雑に絡み合っていると考えている。
中国は、抜け目ない外交手腕を発揮し国内外の要因の慎重なバランス
をとる必要がある、デリケートな立場に立たされている。中国は、台
湾の独立推進派に外交圧力をかけると同時に、民主進歩党政権とこれ
を忠実に支持する米国に、強い警告を送ることができる。中国国内では、
政治的安定と習近平政権下での結束の維持という、重要な課題に直面
している。そのためには国民の支持を得ることが欠かせず、「ひとつの
中国」原則への強力なコミットメントを確認する必要がある。

北東アジアの核態勢の変化は、主に 3 つのシナリオを含むものであ
る。25 第一のシナリオは、中国が台湾沖の島々を攻撃する可能性を検討
するものだ。この状況では台湾は、紛争長期化のリスクを負って積極
的に抵抗するか、犠牲を最小限に抑えるためエスカレーションを抑制
するかの決断を迫られるだろう。中国人民解放軍は、限定的なミサイ
ル攻撃と砲撃で対応し、台湾の都市の占領を試みさえするかもしれな
い。中国の目標は、紛争の経済的、外交的な影響を制限することだが、
長期的な地域紛争に発展するリスクが残る。 

圧倒的な軍事力を誇示しても、台湾に対する中国の主権を保証できる
とは限らない。もうひとつの戦略として封鎖が考えられ、船舶の通行
を制限して経済的損失を与え、封鎖措置を解除または修正する余地を
残すことで、台湾に影響力を行使できるかもしれない。だが、米国と
同盟国が経済制裁と海軍増強で対応する可能性があるため、封鎖措置
も、この措置に特有のエスカレーションのリスクを伴う。
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台湾への全面侵攻を伴うシナリオでは、中国は海空の支配と十分な兵
站支援を必要とし、台湾の沿岸防御を突破し都市部を制圧する上で課
題に直面するだろう。26 台湾軍が動員され、米国と同盟国が参加するこ
とで、紛争が全当事国に多大なコストをもたらすおそれがある。

中国の対台湾戦略の強度には幅がある。低強度戦術は武力の誇示を伴
うもので、本格的な軍事作戦なしに影響力を与えることを目指す。中
強度のアプローチは、既存戦力を用いた目標達成への自信を顕示する
ものだ。高強度シナリオは、全面侵攻を念頭に置いて軍事力の不確実
性を検討する。韓国の関与や北朝鮮の戦略的計算は、どのシナリオが
採用されるかによって左右される。

インド太平洋の地政学的な緊張のなかで、米国は、朝鮮半島以外の地
域、特に台湾の安全保障上の脅威にも対処する戦略的柔軟性を有する
ことを強調してきた。27 有事には、韓国は米国と連携して必要な支援の
形と程度を決定することになるだろう。在韓米軍と韓国軍の台湾有事
へのエンゲージメントの程度は、紛争の具体的な性格によって決まる
と考えられる。そもそもは北朝鮮の攻撃を抑止する地上部隊として装
備を整えてきたため、韓国と台湾の距離を含む兵站上の課題によって、
朝鮮半島の連合軍の速やかな配備と参戦に制約が生じるだろう。台湾
有事の際は、陸海軍および海兵隊を含む在日米軍が最初に動員される
可能性が高い。在韓米軍が台湾を支援する場合、第 7 空軍の偵察機能
が最初に展開され、中国と台湾を含む大規模紛争に発展した際は米国
陸軍第 2 師団が関与するかもしれない。韓国は、兵站支援、艦艇護衛、
援助の提供や、連合作戦への参加を行い、直接的な交戦を避けつつ状
況がエスカレーションするにつれて関与の度合いを調整できるだろう。

もし北朝鮮が、韓国に駐留する同盟国軍の意図を読み違えたり、地域
の現状を変更するため場当たり的に中国と手を組んだりして、先制措
置を仕掛けた場合、危機安定性が損なわれるおそれがある。いくつか
の研究によると、北朝鮮は自国の目的に資する機会があると見れば、
心理戦やハイブリッド戦術を展開し、中国の後ろ盾があれば直接的な
核使用さえ検討する可能性があるという。28 北朝鮮は、米国が確実に
反応を示し、米韓同盟が挑発的な行動をとらず、限定的な成果が得ら
れると判断した場合、核を含む抑止力を行使している。しかしながら、
北東アジアの危機がこの力学を変えるかもしれない。70 年間膠着状態
が続く朝鮮半島で、南北は最悪のシナリオに備えることに慣れている
ため、台湾有事の際に北朝鮮が、同盟国の軍事的対応を直接的な脅威
と誤解する危険が高まっている。北朝鮮が、朝鮮半島付近の目立った
軍事行動に反応して、思い違いによる衝突が発生するおそれが高まる
だろう。

さらに北朝鮮が、場当たり的な挑発によってコスト以上の利を得られ
ると判断する可能性がある。域内で有事が起きれば、北朝鮮は、戦略
的な重要性の誇示、現状変更、米国との政治的解決に向けた交渉といっ
た、限定的な目標の達成を目指すかもしれない。朝鮮半島から米国の
注意がそれ、反応が遅れたり限定的になったりしそうだと北朝鮮が判
断すれば、挑発のコストは低いとみなされ得る。
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北東アジアで同時に危機が発生した場合の北朝鮮の反応は、背景状況、
なかでも中国が朝鮮半島の第二戦線に参戦する用意があるかに大きく
左右されるだろう。この中国の姿勢によって、長期化した紛争で北朝
鮮が戦闘を続けられるかどうかが決まる。もし中国が台湾海峡への軍
備配置を減らした場合、それは、米国と戦火を交えるのは避けたいと
いう中国の思惑を示すものだろう。このシナリオで北朝鮮が朝鮮半島
に有事を引き起こすと、中国はおそらく介入せず、米韓同盟に有利な
形で解決されるだろう。だが、中国が台湾海峡の現状を変更するため
に行動する場合、それが間接的に、朝鮮半島で同じような目標を持つ
北朝鮮にとって追い風となる可能性がある。この場合、限定戦争が長
期化するかもしれず、米国が台湾の現状維持に集中する一方で、米韓
は 2 つの戦線への戦力の分配を迫られるだろう。このシナリオでは、
北朝鮮は有事を起こすコストは低いと判断する可能性がある。

もし中国が、台湾との全面戦争も辞さず高強度の軍事作戦を行う場合、
米国の軍事資源を分散させるため北朝鮮に協力を求めるだろう。この
シナリオでは、米国は韓国防衛に必要な戦力を引き揚げず、韓国軍は
朝鮮半島防衛に専念するため、北朝鮮から見た紛争のコストが高まる
だろう。ここで重要な要素は、単独では長期戦争を継続できないと思
われる北朝鮮を、中国がいつまでどの程度支援するかである。台湾と
の紛争の流れの中で、中国が韓国に対し高強度作戦を実行する可能性
は低い。それによって韓国と軍事的、経済的な摩擦が生じるだけでなく、
米韓同盟の長期的な強化につながるからである。

韓国が西海で積極的に行動すれば、中国は北部戦区の即応性を高める
必要があるだろう。その結果、中国軍が台湾有事に即時展開できる戦
力が減少するという、中国が望まない結果を招くことになる。従って、
北朝鮮が台湾有事から利益を得られるシナリオは、限られている。
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表 3. 危機の評価 : リスクと不確実性

エンゲージメントの
レベル

リスク 不確実性

高 中国が在韓米軍 
基地をミサイル 
攻撃 29

韓国軍による 
中国主要都市の 
攻撃能力

エンゲージメント 
と米韓軍の即応性 
に関する韓国の
世論

中国・北朝鮮が 
戦力を誇示

海上貨物輸送の 
阻害による双方の
経済的損失

在韓米軍の 
再配置が遅れる

北朝鮮の挑発を 
中国が間接的に 
支援

限定的なレベルで
紛争が長期化

国連軍の協力

低
中国は関与せず 米韓同盟にとって

望ましい最終状態
新たな均衡

機安定性への影響

朝鮮半島における危機安定性は、具体的な条件に応じて様々な課題に
直面するだろう。現在の政治的、軍事的なバランスへの北朝鮮の不満は、
北が有事を引き起こす決断に影響を及ぼす重大な要因である。もし自
国の立場が損なわれる、または脅かされると思えば、北朝鮮は、武力
行使のリスクとベネフィットを慎重に評価するだろう。状況の誤認識
も、危機の不安定化を促すおそれがある。米国の優先順位の変化をめ
ぐる北朝鮮の憶測、韓国社会の分断、米韓同盟の亀裂が、誤解を招く
原因になるかもしれない。

望ましい結果を得るには先制攻撃しかないと北朝鮮に思わせる状況を
作らないことが、重要になる。伝統的な抑止理論によると、エスカレー
ション優位の強化――エスカレーションの全階層で敵より著しく優位
な立場を維持する――によって、北朝鮮のさらなるエスカレーション
を阻止できる可能性があるという。しかし、危機の効果的な管理には、
北朝鮮と戦争する準備を進めているという兆候を見せるのを避け、軍
事行動のペースを落とし、平和的な危機解決の道を示すことも含まれ
る。30 戦略的な安定性に関する様々な研究は、新たな軍事能力を作戦に
統合することが決定的な優位性につながり、先制措置のインセンティ
ブになる可能性があることを示唆している。31 巡航ミサイルや超音速ミ
サイルを含む北朝鮮の核能力の急速な開発を受けて、有事の際にエス
カレーションへの圧力を和らげることが一層困難になっている。重要
な標的の先制攻撃に適した、核搭載可能なこしたプラットフォームが、
韓国の脆弱性を高め、エスカレーション抑止に向けた取り組みも妨げ
るかもしれない。

南北の偶発的な衝突の防止を目指し 2018 年に署名された「包括的軍事
協定」（CMA）を、北朝鮮が破棄したことで、状況がさらに複雑化して
いる。韓国が同協定の一部についての効力停止を決めると、北朝鮮は、
南北国境の兵員を増強し新兵器の配備を行うと脅しをかけた。双方が、
陸海空での信頼醸成措置を通じて緊張緩和・紛争回避に取り組むこと

米国の優先順位の 
変化をめぐる北朝鮮の 
憶測、韓国社会の分断、
米韓同盟の亀裂が、 
誤解を招く原因に 
なるかもしれない。
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なく、防衛を強化した国境付近で武力の誇示を目的に大規模演習を実
施したり、閉鎖されていた非武装地帯の監視所を再開したり、海上緩
衝地帯で偵察活動を開始しているが、こうした活動によって、平時と
有事いずれでも朝鮮半島情勢が極めて不安定になるだろう。
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本稿は、過去の研究で推測されたように、北朝鮮が核を先制使用したり、
危機を煽るため核使用を仄めかしたりする可能性について分析した。
その結果、小さな朝鮮半島への被害を抑えるのが難しい、北朝鮮は核
限定使用後の危機のエスカレーションを管理できない、米韓同盟は基
本的に防御態勢を採用しているといった状況から、そうした行動をと
る可能性は低いと示唆される。しかしながら、本稿は、極めて限定的
な条件下で北朝鮮が先制攻撃を仕掛ける可能性を認めている。こうし
た課題を、軍備管理の安定性と危機安定性の観点から検討した。南北
の軍近代化への持続的な取り組みが、朝鮮半島の軍拡競争を促し、双
方を最終兵器の開発に向かわせて、危機の潜在的なコストを引き上げ
ている。朝鮮半島と台湾の同時危機が生じた場合、南北間に危機管理
メカニズムがなければ、誤認や誤解によって緊張が高まる可能性が高
い。本稿は、リスク低減と危機管理のために次の政策を検討するよう
提案する。

南北対話の再開

現在、信頼醸成のための南北対話が不十分であり、想定外の紛争を防
ぐため対話を行う必要がある。韓国が 2022 年 8 月に提案した「大胆な
構想」には、軍事的な信頼醸成措置が欠けており、この構想をさらに
発展させる必要がある。加えて、「大胆な構想」は互恵性を重視してい
るため、韓国が最初にとる行動を受けて北朝鮮がどんな措置を取る必
要があるか、北に懸念をもたらしている。北朝鮮と持続的な対話を進
められるかどうかは、北を説得し、ゼロサムでなく互恵的なエンゲー
ジメントを実現できるかどうかにかかっている。対話再開に向けて互
いに合意できる道を探すため、準備会合を始めることが重要である。
運用可能なホットラインの開設を通じて、想定外の衝突を防ぎ、南北
間の緊張の偶発的な高まりを効果的に抑止できるだろう。

危機管理のための対中対話 

中国の想定される反応に備えるのは重要だが、他方で韓国は、中国と
の専用連絡チャネルの開設も始めるべきだ。域内の緊張が高まった時
は、この危機管理チャネルが重要になるだろう。中国は、北朝鮮を含
む軍事危機よりも、経済危機、エネルギー危機といったソフトな安全
保障課題をめぐる対話に参加する見込みが高い。従って現実的なアプ
ローチは、まず朝鮮半島の危機管理に関する包括的協議のためのトラッ
ク 2 レベルの対話の場を設けるというものだろう。これには、早期警
戒やエスカレーション抑制などの個別課題に関する今後の公式協議の
土台として、学術的な対話を促す迂回的なアプローチを採用できるか
もしれない。この二段階の戦略――学術フォーラムから出発し政府間
対話に発展させる――は、政府と民間の情報交換から始めることがで
き、共同研究によってこれを補えるだろう。明確な危機管理戦略を策
定するには、中国が目指すものが韓国による関与の防止であれ偶発的
な衝突の回避であれ、その目的を理解することが欠かせない。この知
見が、同盟国の不必要な反応を抑え、危機のエスカレーションの悪循
環を防ぐための戦略の指針になるだろう。

提言
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安全保障協力のための地域対話

アジアに危機管理のための信頼醸成措置を確立することが、何よりも
重要である。危機の長期化や米国による介入のリスクを踏まえると、
北朝鮮が北東アジアで全面戦争を始めるとは考えにくい。しかしなが
ら、情報戦争、心理戦争、サイバ―戦争などの戦術を用いてグレイゾー
ン紛争を仕掛けるかもしれない。アジアの多重危機を含むシナリオに
おいて、韓国は台湾有事の可能性を見越して備え、友好国と連携して
各地域内の紛争に対処しなければならない。韓国政府は米国およびそ
の同盟国と協力して、情報共有を重視し、対応措置を策定し、メッセー
ジを調整し、有事に備えたコミュニケーションチャネルを定めるべき
である。このアプローチを通じて、同盟国は複雑な状況を一層効果的
に管理できるだろう。

同盟国間の対話 

韓国政府は、想定される台湾有事と適切な対応戦略をめぐり、米国と
積極的に協議する必要がある。この戦略的対話では、米軍の戦略的適
応能力を強化するための戦闘以外の後方支援のレベルと性格を中心に
据えつつ、台湾海峡での様々なシナリオを扱うべきである。台湾有事
での自国の役割について国内でも議論し、韓国軍が北朝鮮による挑発
を抑止する行動は、同盟国としての責任の放棄ではなく、中国の軍事
行動を抑止し二正面紛争を避けるための戦略的決定であることを、明
確にしなければならない。

柔軟な対応措置の策定

有事には、敵対国の存続が脅かされることはなく、紛争をエスカレー
トさせず解決することは可能だと相手に伝えることが重要である。エ
スカレーションの動機を減らし、緊張が高まった後も安定的な関係を
促すことを目指すべきだ。慌てず時間をかけて対応し、先制攻撃より
報復攻撃を選ぶことで、危機管理を進めることができる。柔軟な対応
のためには、全面戦争以外に幅広い選択肢を持つことが欠かせない。
危機安定性を確保するには、敵の存続を脅かさないシナリオの作成や、
紛争をエスカレートさせるおそれがある要素の管理が求められる。核
という選択肢のみに依存すると、抑止の信憑性が意図せずして低下す
るかもしれない。従って、急速なエスカレーションを防ぐためには、
適応可能な幅広い対応の策定が欠かせない。 米韓が協力して、核危機
が迫る状況に対し詳細な対応計画を作成すべきである。

軍備管理に関する協議

非対称的な戦力を獲得するために軍拡競争に参加すると、不安定性を
高めるおそれがある。今後の交渉は、核リスク削減と通常兵器の管理
の両方を扱うべきである。このアプローチは、完全かつ不可逆的で検
証可能な形での北朝鮮の武装解除という目標を無視するものではない。
だが、北朝鮮が米韓の軍事力を脅威と見なしている点を考慮し、今後
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の対話では、持続的で実際的な交渉に向けて北朝鮮の安全保障上の懸
念にも対処すべきだ。核兵器管理と通常兵器管理を関連づけるという
ことは、北朝鮮の核兵器と米韓同盟軍の通常兵器両方を制限すること
を意味する。米国・北朝鮮の核協議と南北間の通常兵器をめぐる協議
という、現在の 2 本立ての形式を見直すことで、安定性―非安定性の
パラドクス、通常抑止と核抑止の融合、米韓の調整上の問題を含む幅
広い課題に対処できる。包括的な軍備管理措置の発表は、北朝鮮が、
軍事的な協議に対する韓国のコミットメントを認めて、これに対応す
る措置を協議し始めるきっかけになるかもしれない。少なくとも、そ
の方向へと圧力をかけることはできるだろう。
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